
平成２３年度　委託調査費に関する契約状況（7月～9月） 様式1

【会計名：社会資本整備事業特別会計　港湾勘定】

（単位：円）

1
内貿ユニットロード貨物流動調査体系
の構築に向けた検討業務

一般財団法人みなと総
合研究財団

一般競争入札
（総合評価方式）

11,749,500 7月4日

平成24年度の内外貿
ユニットロード貨物流動
調査の実施に向け、課
題整理、調査手法、調
査頻度、調査項目等の
検討を行うとともに、調
査票、調査実施要領、
調査票記入要領等
（案）についてとりまとめ
た報告書

港湾局計画課企画室企
画係
03-5253-8111

2
港湾における民間施設整備に係る検
証調査業務

（社）ウォーターフロント
開発協会

随意契約（企画
競争）

14,175,000 7月12日

港湾関係民間プロジェク
トの推進を図るため、こ
れまで民間都市開発推
進機構により実施された
支援実績を整理・分析
することで、その支援効
果を検証するとともに、
今後の港湾における民
間施設整備への公的支
援のあり方を検討した。
その結果、拠点となる物
流機能や、地震・津波
への安全性の確保を目
的とした施設に対する支
援策の強化が有効との
結論となった。

港湾局振興課官民連携
係
03-5253-8111

3
北海道港湾における国際物流機能
検討業務

（社）寒地港湾技術研
究センター

随意契約（公募） 9,450,000 7月14日

北海道港湾における国
際物流機能充実のた
め、国際物流貨物の動
向について調査・分析を
行った結果をとりまとめ
た報告書

北海道開発局港湾空港
部港湾計画課調査係
tel：011-709-2311(内
5617)

4
外貿コンテナ船の航路別船型・積卸
率推計手法検討調査業務

パシフィックコンサルタン
ツ（株）

随意契約（企画
競争）

14,805,000 7月22日

我が国の港湾における
外貿コンテナ船の航路
別船型・積卸率につい
て、将来推計の手法を
検討したもの。

国土技術政策総合研究
所
港湾計画研究室
046-844-5018(代表)
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5
平成２３年度港湾投資の事例分析検
討業務

（社）日本港湾協会
一般競争入札
（総合評価方式）

9,765,000 7月26日

本業務は、事業評価に
係る費用対効果分析の
妥当性を確認するた
め、費用対効果分析の
内容が「港湾整備事業
の費用対効果分析マ
ニュアル（以下、「マニュ
アル」という。）」等に適
合しているか整理を行っ
た。また、マニュアル等
に記載が無い算定条件
及び算定方法につい
て、定型化に向けた検

港湾局計画課事業評価
係
03-5253-8111

6
係留施設の変形量許容値の設定方
法に関する調査業務

（株）ニュージェック
随意契約（企画

競争）
12,810,000 8月5日

レベル2地震動に対する
耐震強化施設の変形量
許容値の設定方法を構
築するための基礎資料
を得ることを目的として、
港湾の施設の整備状況
等に応じた変形量許容
値の算定を行った。

国土技術政策総合研究
所
港湾施設研究室
046-844-5018(代表)

7
平成23年度世界の主要港湾とコンテ
ナ貨物流動に関する分析調査業務

（財）国際臨海開発研
究センター

一般競争入札
（総合評価方式）

23,551,068 9月15日

世界の主要港湾の整備
動向等を把握・分析す
ることで、港湾の整備・
利用・サービス水準を検
証するとともに、今後の
整備スキームを検討し
た。

港湾局国際・環境課国
際企画室国際企画係
03-5253-8111

8
諸外国における港湾関連技術・規格
の動向把握及び我が国との比較分析
検討業務

（財）国際臨海開発研
究センター

随意契約（企画
競争）

19,493,820 9月15日

諸外国の港湾関連技
術・規格に関する情報を
とりまとめ、日本の国際
標準化戦略（案）を検討
した報告書。

港湾局技術企画課技術
監理室技術企画係
03-5253-8111
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9
東日本大震災を踏まえた関東港湾の
津波等への対応方策作成業務

（財）沿岸技術研究セン
ター

随意契約（企画
競争）

21,315,000 9月16日

東日本大震災を踏ま
え、みなとの防災力強化
に向けた検討会を立ち
上げ、今次震災の発生
状況や被災復旧状況の
整理、関東港湾に被災
を与える恐れのある地
震の規模及び被害想定
検討等を行い、津波、
高潮に対する対応方策
とりまとめた報告書

関東地方整備局港湾空
港部港湾計画課企画係
045-211-7415

10
東日本大震災を踏まえた関東港湾に
おける物流動向把握業務

一般財団法人みなと総
合研究財団

随意契約（企画
競争）

14,910,000 9月16日

東日本大震災を踏ま
え、関東の港湾を利用
する企業における企業
戦略に対する震災の影
響及び物流変化のメカ
ニズムを把握し、首都圏
震災発生時に京浜港で
発生する物流へのイン
パクトを想定し対応策に
ついてとりまとめた報告
書

関東地方整備局港湾空
港部港湾計画課企画係
045-211-7415

11
東日本大震災を踏まえた関東の戦略
港湾におけるリスク把握・分析等業務

（社）日本港湾協会
随意契約（企画

競争）
9,975,000 9月16日

東日本大震災を踏ま
え、戦略港湾各港の事
業継続計画立案の基礎
資料として、港湾機能を
確保する上で支障とな
る外的要因を把握し、
外的要因による各港の
港湾機能の低下及び停
止の発生メカニズムを分
析のうえ、対応方策の検
討等を行いとりまとめた
報告書

関東地方整備局港湾空
港部港湾空港防災・危
機管理課沿岸安全係
045-211-7433
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12
輸出入港湾貨物の品目別動向分析
に関わる調査研究

セントラルコンサルタント
（株）

随意契約（企画
競争）

27,930,000 9月28日

輸出入貨物や貨物の主
要産業との関わり等につ
いての分析を行い、将
来の需要量、地域別貨
物量の算定等を行っ
た。

国土技術政策総合研究
所
港湾システム研究室
046-844-5018(代表)

13 内貿港湾貨物量の算定調査業務
三井共同建設コンサル
タント（株）

随意契約（企画
競争）

16,957,500 9月28日

内貿貨物について、港
湾取扱貨物量の推移な
どの分析を行うとともに、
地域別の内貿港湾貨物
量推計を行った。

国土技術政策総合研究
所
港湾システム研究室
046-844-5018(代表)

14 放射線計測方策検討業務 （社）日本港湾協会
随意契約（企画

競争）
9,345,000 9月30日

　放射線検知手法の現
状把握を行い、市場に
流通している対応可能
な放射線検知・計測機
器の仕様確認を行い、
選定された装置により海
上コンテナの放射線測
定を行うためのガイドライ
ン（案）についてとりまと
めた報告書

関東地方整備局港湾空
港部港湾空港防災・危
機管理課防災情報係
045-211-7433

15
国際物流モデル構築に関する調査業
務

パシフィックコンサルタン
ツ（株）

一般競争入札 3,990,000 9月30日

東アジア地域各国の経
済連携政策や交通政策
が地域の国際貨物流動
に及ぼす影響を評価す
るための政策シミュレー
ションモデルの改良・拡
張に必要な入力データ
の整理・追加や妥当性
の検証を行った。

国土技術政策総合研究
所
港湾システム研究室
046-844-5018(代表)

220,221,888


